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潜在成長率の推移

○近年、女性、高齢者の労働参加が進み、労働投入の寄与はプラスに転じたものの、有効な民間投資が進まず、資本投
入量、全要素生産性が伸び悩み、潜在成長率は低下傾向。

（備考）１．内閣府「国民経済計算」、「中長期の経済財政に関する試算」（2013年８月）等により作成。

図表１：潜在成長率の推移
～近年低下傾向にあり、成長力の抜本的な底上げが必要～
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全要素生産性 資本投入量 労働投入量 潜在成長率 2013年８月見通し

（％）

（年度）

2013年8月の中長期の経済財政に関する
試算による見通し（経済再生ケース）



ＩＣＴ投資の推移

○生産性を大きく左右するデジタル投資は、ハード、ソフト双方で、米国で大きく拡大する一方で、日本では伸びが弱い。

（備考）１．内閣府「国民経済計算」、ＯＥＣＤ Statにより作成。
２．ＩＣＴハードウエア投資：情報通信機器（日本）ICT equipment(米国）、ＩＣＴソフトウェア投資：コンピュータソフトウェア(日本）

Computer software and databases(米国）。

図表２：日米におけるＩＣＴ投資の推移（実質）
～ハード、ソフト双方で日本は米国に大きな遅れをとっている～
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（実質ＧＤＰ:兆円、年換算）

民間予測総平均
（10月）

潜在ＧＤＰ

ＧＤＰギャップ
21年４－６月期

▲3.9％
年換算 約20兆円

下振れリスク

○今年度の各機関の日本経済の見通しは下方修正が相次いでいる。資源高や供給制約が顕在化する中で、世界的な
ダウンサイドリスクに十分注視し、しっかりとした下支えが必要。

○また、各国がポストコロナに向けた取組を強化する中、来年は先進国の中でも遜色のない成長を実現することが、今
後の成長力強化と国民の購買力強化の面からも重要。

〇財政支出面では、令和3年度に繰り越された約30兆円の効果が、令和4年度にかけて減少する見込み。今回の経済対
策は、民需の回復とあいまって、足元の経済の下支えとジャンプスタートのための十分な内容と規模とすべき。

（備考） 日本経済研究センター「ＥＳＰフォーキャスト調査」、ＩＭＦ「World Economic Outlook」、日本銀行「経済・物価情勢の展望」、内閣府「国民経済計算」等により作成。

2022年

米国 5.2％

ユーロ圏 4.3％

日本 3.2％

欧米と１～
２％の差

ＩＭＦによる2022年の
ＧＤＰ成長率見通し

民間機関
（21年度）

日本銀行
（21年度）

ＩＭＦ
（21暦年）

４月時点 3.9％ 4.0％ 3.3％

10月時点 3.3％ 3.4％ 2.4％

差 ▲0.6％pt ▲0.6％pt ▲0.9％pt

各機関による2021年のＧＤＰ成長率見通しの変化

当面のマクロ経済運営と経済回復の道筋

3

図表３：経済回復の道筋
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